
教　　育　　庁

事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

１　学力の向上 2,204    2,104    100      

　(１)　給付型奨学金 1,439    1,551    △ 112 
規模

　　　　　家庭の経済状況等に関わらず誰もが学べる 26,935人)(  29,306人)(  △ 2,371人)(  

　　　　　環境を実現するため、高校生等を対象とし

　　　　　た給付型奨学金制度を実施する。

　　　　　対象経費

　　　　　①学校において生徒が参加する資格試験、

　　　　　　模擬試験、語学合宿等の学習活動に係る

　　　　　　経費

　　　　　（生徒一人当たり年額）

          　生活保護・住民税非課税　  50,000円

            年収約350万円未満　　　 　30,000円

　　　　　②都立高等学校等における一人１台端末整

　　　　　　備に係る経費

　(２)　児童・生徒の「確かな学力」の定着と伸長 4        52       △ 48    

　　　　　授業改善推進拠点校を指定し、「学びに向

　　　　　かう力」等を育むための実践研究を行う。

規模

　　　　　  授業改善に向けた取組 10校)(     20校)(     △ 10校)(  

　(３)　学力向上に向けた支援体制の充実 79       71       8        

　　　　　義務教育段階の基礎学力の定着が十分では

　　　　　ない都立高校生に対し、外部人材を活用し

　　　　　て個々に応じた学び直し学習を支援する等

　　　　　学力向上を図るための体制を構築する。

規模

　　　　　　校内寺子屋 30校)(     30校)(     0校)(      
　　　　　　エンカレッジスクールサポート事業 6校)(      6校)(      0校)(      

教 育 庁 － １



事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

 百万円 百万円 百万円

　(４)　理数教育等の推進 257      211      46       

　　　　　科学技術分野等に対して高度な理解力と意

　　　　　欲を持つ生徒を育成するため、「東京サイ

　　　　　エンスハイスクール」等を指定するととも

　　　　　に理数・芸術に興味・関心を持つ生徒の裾

　　　　　野を拡大する取組を推進する。

規模

　　　　　　東京サイエンスハイスクールの指定 3校)(      3校)(      0校)(      
　　　　　　理数研究校の取組 24校)(     24校)(     0校)(      
　　　　　　得意な才能を伸ばす教育  等

　(５)　企業と連携したアントレプレナーシップ教育 407      203      204      
　　　　の推進

　　　　　キャリア教育及び産業教育の一環として、

　　　　　実際のビジネス活動を体験する機会を設け

　　　　　る取組等を行い、探究的な学習やアントレ

　　　　　プレナーシップ教育等を推進する。

　(６)　小学校教科担任制の推進 18       16       2        
規模

　　　　　小学校における発達段階に応じた指導の一 81人)(     20人)(     61人)(     
　　　　　層の充実と中学校教育への円滑な接続、教

　　　　　員の働き方改革の推進を図るため、高学年

　　　　　に専科教員を加配し、教科担任制の取組を

　　　　　推進する。
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

２　体力の向上 230      1,082    △ 852   

　(１)　体力向上施策の推進 173      365      △ 192   
　　　　

　　　　　児童・生徒の基本的な生活習慣を見直し、

　　　　　スポーツや運動に積極的に親しむ習慣を身

　　　　　に付けさせ、体力の向上を図る。

　　　　　　

　　　　　　東京都統一体力テストのデジタル化　等

 （２） オリンピック・パラリンピック教育のレガシ 57       717      △ 660   
　　　　ー等の推進

　　　　　東京2020大会以降もオリンピック・パラリ

　　　　　ンピック教育のレガシー等に係る特色ある

　　　　　取組を実践できる事業展開を行う。

　　　　　　パラスポーツ指導者講習会

　　　　　　2025デフリンピックを契機とした聴覚障

　　　　　　害理解教育の普及

　　　　　　盲学校・ろう学校におけるパラリンピッ

　　　　　　ク・デフリンピック教育の充実　
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

３　いじめ等の問題解決に向けた取組 7,941    7,301    640      

  (１)　スクールカウンセラー活用事業 5,899    4,891    1,008    

　　　　　いじめ問題の解決に向け、全公立学校にス

　　　　　クールカウンセラーを配置し、いじめ問題

　　　　　に組織的に対応する体制を構築する。

　　　　　  規　模　全公立小・中学校　

　　　　　　　　　  全都立高校　等

規模

　　　　　　シニア・スクールカウンセラーの配置 6か所)(  6か所)(  0か所)(  

　(２)　心のケア支援事業 306      346      △ 40    
　　　　 債務負担

　　　　　児童・生徒におけるいじめなどの問題行動 23)(       
　　　　　の未然防止・解決を図る。

　　　　　　24時間体制のいじめ電話相談

　　　　　　問題行動解決のための専門家派遣

　　　　　　ＳＮＳを活用した教育相談

　　　　　　高校生のメンタルヘルスに係るシステム

　　　　　　の運用

　(３)　学校と家庭の連携推進事業 91       102      △ 11    
規模

　　　　　不登校やいじめ問題などに対し、支援員が 500校)(    500校)(    0校)(      
　　　　　家庭訪問を行うなど、学校が家庭と連携し

　　　　　問題解決に取り組む。
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

 百万円 百万円 百万円

　(４)　いじめ総合対策の推進 30       51       △ 21    

　　　　　児童・生徒のいじめ問題に対応し、危機管

　　　　　理及び予防の取組を実施する。

　　　　　　心理士等派遣（全員面接）

　　　　　　いじめ問題対策連絡協議会 規模

　　　　　　いじめ問題へのサポート強化 2地区)(  2地区)(  0地区)(  

　(５)　ヤングケアラーへの支援（再掲） 1,615    1,911    △ 296   

　　　　　児童・生徒が抱える課題に対応するため、

　　　　　小・中学校におけるスクールソーシャルワ

　　　　　ーカーの配置を支援し、教員との協働や関

　　　　　係機関との連携を強化するとともに、都立

　　　　　学校を訪問するユースソーシャルワーカー

　　　　　の増員等により、困難な課題を抱える生徒

　　　　　に対する支援の充実・強化等を通じてヤン

　　　　　グケアラーを早期に発見して適切な支援に

　　　　　つなげる。 規模

(区市町村 (区市町村 (区市町村

　　　　　　スクールソーシャルワーカー活用事業 61地区)   61地区)   0地区)    
　　　　　　都立学校における「自立支援チーム」の

　　　　　　派遣

　　　　　（新）

　　　　　　校内居場所カフェの開設　等
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

４　児童・生徒の健全育成の推進 11,087   9,968    1,119    

  (１)　放課後子供教室 3,013    2,774    239      
規模

　　　　　区市町村が地域の協力を得て、学校の余裕 1,194か所)(  1,192か所)(  2か所)(  
　　　　　教室や校庭等に子供が安全・安心に活動で

　　　　　きる居場所を確保し、放課後や週末等にお

　　　　　ける様々な体験活動を推進する。

　　　　　　学童クラブとの一体型の推進　等

　　　　　　　250日以上の開設への支援 280か所)(  249か所)(  31か所)(  
　　　　　　　活動プログラムの担い手確保への支援 71か所)(  71か所)(  0か所)(  
　　　　　　　活動プログラムの内容充実への支援 40か所)(  40か所)(  0か所)(  
　　　　　　　備品整備の支援 6か所)(  6か所)(  0か所)(  
　　　　　　　終了時間延長事業への支援 3地区)(    3地区)(    0地区)(  
　　　　　　　入退室管理システムの導入 144か所)(  80か所)(   64か所)(  
　         　 特別な配慮を必要とする子供の受入

　(２)　地域学校協働活動推進事業 394      419      △ 25    

　　　　　学校・家庭・地域が一体となって地域ぐる

　　　　　みで子供を育てる体制を構築し、地域学校

　　　　　協働活動の促進を図る。

　　　　　　地域学校協働本部の設置 規模

　　　　　　統括コーディネーターの配置促進　等 39地区)(   37地区)(   2地区)(    
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

 （３） 地域未来塾・スタディ・アシスト 428      313      115      
規模

　　　　　学習が遅れがちな小・中学生等を対象とし 34地区)(  34地区)(  0地区)(  
　　　　　た学習支援を実施するとともに、中学校に

          おいては、生徒の進学等の進路実現を目指

　　　　　し、放課後の教室等を活用した外部人材に

　　　　　よる学習支援を実施する。

　(４)　情報教育に関する啓発・指導 19       36       △ 17    

　　　　　ＳＮＳ東京ルールを踏まえて、児童・生徒

　　　　　が、デジタル機器や情報通信端末等をより

　　　　　適正に活用するための指導や、啓発のため

　　　　　の取組等を実施する。

　　　　　　学校非公式サイト等の監視

　　　　　　ＳＮＳ東京ノートの電子コンテンツの掲

　　　　　　載　等

　(５)　都立学校等における部活動指導の充実 3,318    2,387    931      

　　　　　都立学校等の部活動において、部活動指導

　　　　　員の導入、部活動顧問の資質向上等を推進

　　　　　することにより、部活動指導の充実を図る

　　　　　とともに教員の負担を軽減する。

規模

　　　　　　都立学校における部活動指導員の配置 1,100人)(  800人)(    300人)(  
　　　　　　中学校における部活動指導員の配置支援 696人)(    612人)(    84人)(  
　　　　　　中学校の部活動における外部指導者の配 3,055人)(  1,224人)(  1,831人)(  
　　　　　　置支援

　　　　　　中学校等における部活動の地域連携・地

　　　　　　域移行に関する支援　等
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

 百万円 百万円 百万円

　(６)　防災教育の推進 84       110      △ 26    

　　　　　危険を予測し回避する能力や、他者や社会

　　　　　の安全に貢献できる資質・能力を育む防災

　　　　　教育を推進する。

　　　　　　関係機関と連携した防災教育

　　　　　　防災教育デジタル教材の活用　等

　(７)　健康教育の推進 72       68       4        

　　　　　重要な健康課題であるがん等の疾病や性に

　　　　　関する正しい知識などを身に付ける健康教

　　　　　育を推進する。

規模

　　　　　　外部講師による性教育の授業 30校)(     30校)(     0校)(      
　　　　　　がん教育における外部講師の活用　 100校)(    100校)(    0校)(      
　　　　　　都立高校等での生涯の健康に関する理解

　　　　　　促進及び相談支援（再掲）　等

　(８)　幼児教育・保育の支援 27       34       △ 7     

　　　　　幼児教育・保育の無償化実施に要する費用

　　　　　の補助等、区市町村への支援を実施する。
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

　(９)　多子世帯に対する授業料支援 23       116      △ 93    

　　　　　３人以上の子供を育てる世帯に対する経済

　　　　　的な支援及び少子化対策のために、国公立

　　　　　高校等の授業料について支援する。

　(10)　学校動物飼育活動の推進 7        7        0        

　　　　　区市町村立学校における学校飼育動物に係

　　　　　る獣医師の活用を推進する。

　　　　　　ガイドライン活用促進補助

            ガイドライン活用促進研修会

　(11)　学校における体験活動の充実 3,702    3,704    △ 2     

　　　  　生活文化スポーツ局に計上されている事

　　　　　業を含む。

　　　　　都内の全公立小中高等学校、私立小中高等

　　　　　学校、特別支援学校を対象に、体験活動の

　　　　　充実を図る。
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

５　世界を舞台に活躍する人材の育成 14,823   12,841   1,982    

　(１)　国際理解教育の推進 2,712    2,093    619      

　　　　　都立高校等にＪＥＴプログラムや在京外国

　　　　　人等の外国人英語指導者を配置し、授業や

　　　　　学校行事等における日常的な交流を通じて

　　　　　英語教育や国際教育を推進する。

規模

　　　　　　外国青年招致事業 392人)(    282人)(    110人)(  
            英語等教育補助員配置

　(２)　英語科教員等の海外派遣研修 266      315      △ 49    
規模

　　　　　英語科教員等を海外に派遣し、英語による 140人)(    120人)(    20人)(  
　　　　　指導法の習得・先進的な探究教育の視察等

　　　　　により、教科指導力の一層の向上を図る。

　(３)　国際バカロレアの取組 359      303      56       

　　　　　都立国際高校の国際バカロレアコースにお

　　　　　いて、国際バカロレアのディプロマ・プロ

　　　　　グラムによる授業を展開し、国際的に認め

　　　　　られる大学進学資格の取得により海外大学

　　　　　進学を推進する。

　(４)　次世代リーダーの育成 812      814      △ 2     
債務負担

　　　　　次代のリーダーとなることを目指し、他者 851)(      1,234)(    △ 383)(   
　　　　　と協働しながら地球規模の課題等の解決に

　　　　　向けて貢献する人材の育成のため、都立高

　　　　　校生等の１年間の海外留学を支援する。

規模

　　　　　　事前研修 150人)(    200人)(    △ 50人)(  
　　　　　　長期留学（１年間）

　　　　　　事後研修等
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

　(５)　英語教育の推進 7,897    7,499    398      

　　　　　公立学校における英語教育の充実のため、

　　　　　指定校等による取組を進めるとともに、中

　　　　　学校英語スピーキングテストや高等学校英

　　　　　語プレゼンテーションコンテスト等を実施

　　　　　する。

規模

　　　　　　指定校事業 20校)(     20校)(     0校)(      
　　　　　　推進校事業 30校)(     30校)(     0校)(      
            オンライン英会話事業

            中学校英語スピーキングテスト事業

            高等学校英語プレゼンテーションコンテ

　　　　　　スト

　　　　　（新）

　　　　　　教員の英語力向上　等

　(６)　グローバル人材の育成 2,579    1,636    943      

　　　　　ＴＯＫＹＯ　ＧＬＯＢＡＬ　ＧＡＴＥＷＡ

　　　　　Ｙ（ＴＧＧ）の運営補助等や、海外学校間

　　　　　交流・留学生の受入を促進するとともに、

　　　　　ＪＥＴを活用した学校生活での英語の使用

　　　　　機会を創出する取組等により、グローバル

　　　　　人材の育成を推進する。

　　　　　　ＴＯＫＹＯ　ＧＬＯＢＡＬ　ＧＡＴＥＷ

　　　　　　ＡＹの運営補助 規模

　　　　　　バーチャルＴＧＧプログラムの提供 37校)(     37校)(     0校)(  
　　　　　　ＴＧＧ宿泊プログラム 360人)(    120人)(    240人)(    
　　　　　（新）

　　　　　　都立学校の国際交流プログラム（海外学 100校)(    0校)(      100校)(  
　　　　　　校間交流の促進）

　　　　　（新）

　　　　　　都立学校の国際交流プログラム（都立学 270人)(    0人)(      270人)(  
　　　　　　校生の海外派遣）

　　　　　（新）

　　　　　　国際教育施策の成果検証 100校)(    0校)(      100校)(  
　　　　　（新）

　　　　　　英語でインターンシップ体験　等 60人)(     0人)(      60人)(  
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

　(７)　ＤＸに対応した英語教育の推進 198      181      17       

　　　　　オンラインを活用した英語学習の充実を図

　　　　　るためＷＥＢサイトで多様な映像教材を体

　　　　　系化して掲載するとともに、ＤＸを活用し

　　　　　グローバル人材の育成に関する取組や英語

　　　　　学習教材についてワンストップで情報を提

　　　　　供できるＷＥＢサイトを運営する。

　　　　　　ＴＯＫＹＯ　ＥＮＧＬＩＳＨ　ＣＨＡＮ

　　　　　　ＮＥＬ

　　　　　　Ｔｏｋｙｏ　ＧＬＯＢＡＬ　Ｓｔｕｄｅ

　　　　　　ｎｔ　Ｎａｖｉ　等
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

６  特別支援教育の振興 27,065   23,445   3,620    
　　

　(１)　特別支援教育の推進（一部再掲） 16,355   13,484   2,871    
債務負担

          子供たちの個性や可能性を伸ばす教育を推 31,282)(   6,978)(    24,304)(   
　　　　　進するとともに、都立学校における医療的

　　　　　ケアの充実や特別支援学校におけるスクー

　　　　　ルバスの配備等、教育環境を整備する。

　　　　　　スクールバスの運行

　　　　　　スクールバス安全運行支援事業

　　　　　　医療的ケアを必要とする児童・生徒への

　　　　　　通学支援

　　　　　　医療的ケア児を対象とした短期乗車制度

　　　　　　医療的ケア児に係る保護者付添い期間の

　　　　　　短縮化

　　　　　　医療的ケアの充実

　　　　　　高等学校における医療的ケアの充実

　　　　　　特別支援学校における就労支援　

            スクールカウンセラー活用事業（再掲）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　等

　(２)　発達障害教育の推進 9,229    9,961    △ 732   

　　　　　発達障害教育の指導内容・方法の充実を図

　　　　　るとともに、区市町村に対して特別支援教

　　　　　室の運営に係る支援策を実施するなど、発

　　　　　達障害教育を推進する。

　　　　　　特別支援教室体制整備 規模

　　　　　　就労等支援事業　等 5校)(      5校)(      0校)(      

　(新)

　(３)　インクルーシブ教育システム体制の整備 1,481    0        1,481    

　　　　　特別支援学校への就学が適当と判定された

　　　　　児童・生徒が小中学校に就学した場合等に

　　　　　支援員の配置等を支援することにより、イ

　　　　　ンクルーシブな教育を推進する。
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

７　社会的・職業的自立の支援 11,008   9,889    1,119    

　(１)　社会的・職業的自立意識の育成 171      117      54       

　　　　　都立高校で企業・ＮＰＯ等と連携したキャ

　　　　　リア教育等のプログラムを実施する。

規模

　　　　　　都立高校生の社会的・職業的自立支援教 189校)(    189校)(    0校)(      
　　　　　　育プログラム

　　　　　（新）

　　　　　　「インクルーシブ体験」プログラム

　(２)　総合的な不登校・中途退学対応（一部再掲） 10,070   9,092    978      

　　　　　不登校児童・生徒や高校中途退学者等の社

　　　　　会的自立を支援する。

　　　　　　小・中学校における校内の不登校対応

          （新） 規模

　　　　　　東京型不登校特例校（校内分教室）設置 10校)(     0校)(      10校)(     
          （新）

　　　　　　区市町村への不登校対応支援事業

　　　　　　都立高校における不登校対応

　　　　　（新）

　　　　　　校内居場所カフェの開設（再掲）

　　　　　　学校外における不登校児童・生徒支援

            バーチャル・ラーニング・プラットフォ

            ーム　等

　(３)　日本語指導が必要な児童・生徒等への対応 767      680      87       
　　　　（一部再掲）

　　　　　公立小・中学校の支援や都立高校の体制整

          備等、対応の充実を図る。

規模

　　　　　　区市町村における外国人の子供の就学促 7地区)(    3地区)(    4地区)(    
　　　　　　進事業（日本語指導教室開設補助等）

         　 （再掲）

          （新）

　　　　　　日本語指導が必要な児童・生徒の支援
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

８　学校における働き方改革及び教員確保策の推進 21,944   12,870   9,074    
　　（一部再掲）

　　　教員が心身の健康を保持し、誇りとやりがいを

      持って職務に従事できる環境を整備するととも

      に、外部人材の活用等により教員の負担軽減を

　　　推進することにより、教職の魅力を向上し教員

　　　の安定的な確保を図る。

規模

　　　　スクール・サポート・スタッフ配置支援事業 2,175人)(  1,971人)(  204人)(  
　　　　学校マネジメント強化事業 1,353校)(  1,028校)(  325校)(    
　　　　都立学校における部活動指導員の配置 1,100人)(  800人)(    300人)(  
　　　　（再掲）

　　　　中学校における部活動指導員の配置支援 696人)(    612人)(    84人)(  
　　　　（再掲）

　　　　中学校の部活動における外部指導者の配置支 3,055人)(  1,224人)(  1,831人)(  
　　　　援（再掲）

　　　　社会の力活用事業 26,700時間)(  17,325時間)(  9,375時間)(  

　　　　教員の校務負担軽減のための時数軽減の拡充 2,140校)(  1,506校)(  634校)(    
　　　　エデュケーション・アシスタント配置支援事 1,752人)(  140人)(    1,612人)(  
　　　  業

　　　　社会人からの教員採用予定者の専門性向上 500人)(    500人)(    0人)(      
　　　　産休の取得・育業促進に向けた代替教員の安 700人)(    700人)(    0人)(      
　　　　定的確保

　　　　中学校等における部活動の地域連携・地域移

　　　　行に関する支援（再掲）

　　　（新）

　　　　働きやすい職場づくり支援事業

　　　（新）

　　　　新規採用教員メンターの導入　等
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

９　都立高校改革の新たな推進 4,620    2,873    1,747    

　　　都立高校の魅力向上に向けた実行プログラム等

　　　に基づいた取組を推進する。

規模

　　　　普通科高校におけるスキルアップ推進校指定 15校)(     15校)(     0校)(      
　　　　制度

　　　　専門学科高校における教育の充実 10校)(     10校)(     0校)(      
　　　　デジタル化に対応した産業教育設備の充実

　　　　専門高校のＤＸ推進のための教員育成

　　　　進学指導推進校の学力向上支援 15校)(     15校)(     0校)(      
　　　　都立学校魅力発信事業

　　　　教科「情報」の指導力向上

　　　　ＩＴリテラシーの育成 4,500人)(  5,000人)(  △ 500人)(  

　　　（新）

　　　　都立高校等における出張販売等の導入の促進

　　　（新）

　　　　工科高校における実践的なスキルの習得支援

                                              等

(新)

10　学校給食費の負担軽減 25,914   0        25,914   

　　　国の方策が講じられるまでの間、国に先行して

　　　支援を実施し、学校給食費の保護者負担軽減に

　　　取り組む。

　　　　東京都公立学校給食費負担軽減事業

　　　　都立学校給食費負担軽減事業
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

11　都立学校施設整備 40,132   35,003   5,129 

　(１)　高等学校施設整備 19,242   16,379   2,863    

　　　ア　改築 18,838   13,948   4,890    
債務負担

　　　　　　基本設計　　　　　　　  ２校 12,199)(   9,383)(    2,816)(  
　　　　　　　東大和高校

　　　　　　　井草高校

　　　　　　実施設計　　　　　　　  ３校

　　　　　　　調布北高校

　　　　　　　農業高校

　　　　　　　武蔵丘高校

　　　　　　工事着手　　　　　　　　１校

　　　　　　　高島高校

　　　　　　継続工事　　　　　　　　８校

　　　　　　　竹台高校

　　　　　　　中野工科高校

　　　　　　　府中高校

　　　　　　　日野高校

　　　　　　　桐ヶ丘高校

　　　　　　　立川地区チャレンジスクール（仮称）

　　　　　　　新国際高等学校（仮称）

　　　　　　　白鷗高校附属中学校

　　　イ　大規模改修 84       325      △ 241   
債務負担

　　　　　　実施設計　　　　　　　  １校 1,459)(    
　　　　　　　山崎高校

　　　　　　継続工事　　　　　　　　１校

　　　　　　　城東高校

　　　ウ　増改修 320      2,106    △ 1,786 
債務負担

　　　　　　継続工事　　　　　　　　１校 152)(      
　　　　　　　小台橋高校
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

　(２)　特別支援教育に伴う施設整備 18,208   16,603   1,605    

　　　ア　改築 14,609   13,234   1,375    
債務負担

　　　　　　基本設計        　　　  １校 52,954)(   2,923)(    50,031)(  
　　　　　　　大泉特別支援学校　

　　　　　　実施設計　　　　　　　  ２校

　　　　　　　中野特別支援学校　　

　　　　　　　戸山地区学園特別支援学校（仮称）

　　　　　　工事着手　　　　　　　　３校

　　　　　　　八王子盲学校

　　　　　　　墨田地区第二特別支援学校（仮称）

　　　　　　　北多摩地区特別支援学校（仮称）

　　　　　　継続工事　　　　　　　　５校

　　　　　　　村山特別支援学校　　

　　　　　　　青鳥特別支援学校　　

　　　　　　　光明学園

　　　　　　　清瀬特別支援学校　　

　　　　　　　八王子西特別支援学校　　
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

　　　イ　大規模改修 81       30       51       
債務負担

　　　　　　実施設計　　　　１校 3,632)(    
　　　　　　　八王子東特別支援学校

　　　ウ　増改修 3,518    3,339    179      
債務負担

　　　　　　継続工事　　　　　　　　３校 1,582)(    
　　　　　　　矢口特別支援学校

　　　　　　　町田の丘学園

　　　　　　　あきる野学園

　(３）都立学校のゼロエミッション化の推進 2,682    2,021    661      
　　　　 債務負担

2,363)(    
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

12　防災機能の強化（一部再掲） 3,938    3,346    592      

　(１)　防災機能強化支援 1,416    1,193    223      

　　　生活文化スポーツ局、福祉局に計上されてい

　　　る事業を含む。

　　　　　

　　　天井材や照明器具の落下防止工事など、学校や

　　　保育園等の非構造部材の耐震化を推進する。ま

　　　た、公立小・中学校及び私立学校等のブロック

　　　塀等の撤去及び木塀を含む塀の設置等を支援す

　　　るとともに、都立学校における木柵の設置等を

　　　実施する。

　(２)　公立学校トイレ整備支援 2,522    2,153    369      
規模

　　　災害時に避難所となる公立学校のトイレの洋式 (小中学校 (小中学校 (小中学校

　　　化及び災害用トイレの整備等を推進する。 142事業)  152事業)  △ 10事業) 

(都立学校 (都立学校 (都立学校

213事業)  212事業)  1事業) 
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

13　公立学校の空調設置 5,657    4,915    742      

　(１)　屋内体育施設 1,946    1,784    162      

　　　　　児童・生徒の安全な教育環境を確保すると

　　　　　ともに、災害時における避難所等としての

　　　　　環境を整備するため、屋内体育施設の空調

　　　　　設置について、公立小・中学校の支援と都

　　　　　立学校における設置促進を図る。

　　　　　　小・中学校（整備補助） 規模

　　　　　　小・中学校（リース補助） 46棟)(     16棟)(     30棟)(     
　　　　　　都立学校 57棟)(     32棟)(     25棟)(     

　(２)　特別教室等 3,711    3,131    580      
債務負担

　　　　　児童・生徒の安全な教育環境の確保と職場 1,908)(    1,765)(    143)(      
　　　　　環境の改善のために、特別教室の空調設置

　　　　　について、公立小・中学校の支援と都立学

　　　　　校における設置を促進する。

規模

　　　　　　小・中学校（特別教室） 45室)(     85室)(     △ 40室)(  
　　　　　　小・中学校（給食調理室) 39室)(     62室)(     △ 23室)(  
　　　　　　都立学校（特別教室） 9校)(      11校)(     △ 2校)(   

14　国産木材の活用促進 760      795      △ 35    

　　　教育環境の向上と国産木材の利用推進のために

　　　都立学校に国産木材を活用した什器を整備し、

　　　改築等に併せて木塀・木柵を設置するとともに

　　　公立小・中学校施設の改修や整備等における国

　　　産木材の活用を支援する。

規模

　　　　施設整備補助（小・中学校） 19事業)(   7事業)(    12事業)(  
　　　　物品等小規模整備補助（小・中学校） 16事業)(   16事業)(   0事業)(  
　　　　什器整備（都立学校） 18校)(     18校)(     0校)(      
　　　　木塀・木柵の設置（都立学校） 3校)(      3校)(      0校)(      
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事                          項 ６ 年 度 ５ 年 度 増(△)減

百万円 百万円 百万円

15　ＴＯＫＹＯスマート・スクール・プロジェクト等 25,961   17,911   8,050    
　　（一部再掲） 債務負担

3,217)(    193)(      3,024)(  
　　　Society 5.0を見据えて教員の経験知とテクノ

　　　ロジーをベストミックスし、子供たちの学ぶ意

　　　欲に応え、子供たちの力を最大限に伸ばすため

　　　のトータルツールとして、教育のデジタル化を

　　　強力に推進する。

　　　（新）

　　　　都内公立小中学校における一人１台端末の更

　　　　新

　　　　高校段階における一人１台端末整備に係る保

　　　　護者負担軽減策

　　　　通信環境の整備

　　　　デジタルサポーター（ＩＣＴ支援員）の全校

　　　　配置 規模
　　　　ＩＴリテラシーの育成（再掲） 4,500人)(  5,000人)(  △ 500人)(  

　　　　区市町村立学校へのデジタル利活用支援員の

　　　　配置支援

　　　　区市町村立学校へのＧＩＧＡスクール運営支

　　　　援センター整備支援

　　　　バーチャル・ラーニング・プラットフォーム

　　　　（再掲）

　　　（新）

　　　　都立学校における生成ＡＩの活用

　　　（新）

　　　　デジタルを活用したこれからの学び

　　　　島しょ地域におけるデジタル活用の推進

　　　　統合型校務支援システムの運用

　　　　定期考査採点・分析システムの運用

　　　　教育用ダッシュボードの運用　等

16　（公財）東京都教育支援機構の運営 742      676      66       

　　　（公財）東京都教育支援機構の運営の支援を通

　　　じて、教員の負担を軽減するとともに、教育の

　　　質の向上を図り、多角的に学校を支援する。
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